






研究の目的 

次代を担うべき現在の,またこれから生れてくる小児の健康を守り,さらに向上させてゆく

ことが,わが国の将来のための基礎であることは申すまでもない。人口構成の高齢化により,

また出生数の減少によって今後労働人口の社会における負担はますます増大することは確

実である。また女性の社会進出の増加(就労)も必然であり,それに伴って仕事と育児を両立

させねばならない母性も増加するであろう。 

これからの健康とは,単に病気がないというだけでなく,体力においても気力においてもす

ぐれた水準を保持することが要求される。このためには出生前からの健康の確保と出生後

の健康度の向上を積極的に進める施策を必要とする。さらに健全な精神をもつ社会人に育

てるためには,ひずみのない心の発達を期して,出生時からの母子関係,家族関係を確立し

ておくことの重要性も指摘されている。 

以上のごとく,わが国の将来のためには,母子保健を基本とした施策を充実してゆくことが

必須であるが,そのためには基礎諸科学の発展とあわせて,地域における母子保健サービス

の向上,充実がまず重要である。本研究は地域母子保健サービスの充実のための具体的方策

を策定し,またそれらを早急に実行に移す方式をもあわせて検討することを目的として研

究を実施した。 


